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１ 調査の概要 

（１）目的 

このアンケート調査は、令和５年度からの新しい総合計画（第７次基本計画）の策定に向けて、今後のま

ちづくりの方向性や具体的な施策の検討に参考とするために実施した。 

 

（２）調査対象 

苫小牧市内にある事業所2,000件 （無作為抽出） 

※総務省統計局より母集団情報の利用承認を得たうえで、統計法の規定に基づく「事業所母集団データベ

ース」（令和元年次フレーム）より対象事業所を抽出・集計。 

 

（３）調査項目 

問 1 所在地 

問 2 立地してからの年数 

問 3 業種 

問 4 従業員数 

問 5 立地条件の苫小牧市と他市の比較 

問 6 事業環境の満足度と重要度 

問 6-2 特に重要度が高いもの 

問 7 経営課題 

問 8 今後取り組む必要があること 

問 9 苫小牧市の産業の活性化 

問10 勤労者対策 

 

問11 人口減少の実感 

問12 人口が減少することでの影響 

問13 人口減少に対する施策 

問14 胆振東部地震や東日本大震災の発生による、

防災対策への関心度の変化 

問15 ①事業所で取り組みが必要と感じる 

防災対策 

②実際に取り組んだ防災対策 

問16 新型コロナウイルス感染症の影響 

問17 コロナ禍での事業継続のための取組 

問18 必要な支援 

問19 カーボンニュートラルの取組状況 

 

（４）調査方法 

郵送調査法（調査票の郵送配布・郵送回収） 

自記式（対象者自身による記入）またはＷｅｂ回答 

 

（５）調査時期 

令和４年１月７日～令和４年２月１６日 

 

（６）回収率 

配布数 2,000 件 

有効回収数 758 件 

回収率 37.9 ％ 

 

（７）留意事項 

〇無回答は、集計母数から除外している。 

〇本文中の表における比率は、少数点第２位を四捨五入したため、個々の比率の合計が100.0％にならない

場合がある。 

【語句の補足】 

〇N：Number（ナンバー）の略。サンプル数を表す。N＝100 の場合、サンプル数が100 件となる。 
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２ 調査結果概要 

（１）回答者属性 

 今回の調査に御協力いただいた事業所の属性は以下の通りである。 

所在地については「中央部」が51.6%と最も高くなっている。立地年数については「21年以上」が67.2%

と最も高くなっている。業種については「建設業」が19.2%と最も高く、次いで「小売業」(9.8%）、「製

造業」(9.1%)となっている。従業員数については、20名以下が全体の７割以上となっている。 

 

ア 所在地                  ウ 業種 

  

イ 立地年数 

   

エ 従業員数 

  

 

西部
23.4%

中央部
51.6%

東部
25.0%

地域

３年未満
0.7%

３～１０年
12.5%

１１年～２０年
19.6%

２１年以上
67.2%

立地年数

５名以下

33.7%

６名～２

０名

38.3%

２１名～５０名

17.6%

５１名～１００名

6.4%

１０１名以上

3.9%
従業員数

 

0.4%

0.0%

0.4%

19.9%

9.1%

2.8%

0.4%

8.3%

4.9%

9.8%

2.8%

2.0%

2.8%

0.8%

3.1%

2.2%

0.5%

2.8%

7.0%

6.8%

6.9%

0.3%

5.8%

農業・林業

漁業

鉱業・採石業・砂利採取

業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水

道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業

小売業

金融業・保険業

不動産業・物品賃貸業

学術研究、専門・技術

サービス業

宿泊業

飲食サービス業

生活関連サービス業

娯楽業

教育・学習支援業

医療

福祉

サービス業（他に分類さ

れないもの）

公務（他に分類されるも

のを除く）

その他

業種
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（２）事業環境について 
 立地場所としての苫小牧市の評価については、 

「大変良い」(15.8％)、「やや良い」(31.5％)を 

合わせて、全体の47.3％が良いと感じている。 

 

 

 

         

   

 

 

重点的に取り組むべき施策を抽出するため、施策項目ごとに満足度、重要度の偏差値を算出し、全項目

の総体的な位置づけがわかるよう、満足度、重要度を軸として図表化を行った。 

 

〇算出方法 

項目ごとの５段階評価を点数化し、各項目 

の平均点を得点として、「くらし・環境」

「福祉・保健・医療」「教育・文化」「都

市基盤」「産業」「市政運営」を統合し

て、項目間での偏差値を算出した。 

 

ここで偏差値とは、全体の平均値を50とし、それからのへだたりの度合いを算定した相対的な数値であ

る。したがって、全体の平均値より大きければ50より大きい値、小さければ50より小さい値で示される。

このようなデータ加工をした後、満足度を横軸、重要度を縦軸にとり、各項目の満足度・重要度の関係を

図示した。 

満足度・重要度分析（イメージ） 

    重要度

満足度

【満足度高、重要度高】

【満足度高、重要度低】【満足度低、重要度低】

【満足度低、重要度高】

継続的に満足度を得られ

るよう推進すべき項目

一定の成果が得られ

ており、継続の必要
性を検証すべき項目

課題が多く、重点的に推
進すべき項目

選択肢 点数 
「満足」／「特に重要」 5点 
「やや満足」／「重要」 4点 
「どちらともいえない」 3点 

「やや不満」／「あまり重要でない」 2点 
「不満」／「まったく重要でない」 1点 

「わからない」・無回答 除外 

 

大変良い

15.8%

やや良い

31.5%
ふつう

44.7%

やや悪い

6.9%

大変悪い

1.1%
立地条件
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【各質問項目における満足度・重要度の評価得点の偏差値】 

 

     
 

 

           
 

①
②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

重
要
度

満足度

満足度 重要度

52.1 46.7
48.7 42.5
51.2 32.2
35.7 51.2
47.9 59.0
69.8 58.4
65.8 54.0
65.8 56.9
49.7 48.5
32.7 73.9
57.4 39.1
50.9 49.2
43.6 46.9
45.1 36.6
44.4 48.7
46.3 60.7
44.1 49.0

青数字：偏差値50.0 以上（平均より高い評価）

赤数字：偏差値50.0 未満（平均より低い評価）

⑦新千歳空港へのアクセス

⑫従業員の生活・居住環境

⑥高速道路へのアクセス

質問項目
①事業用地確保の容易さ
②地価の低廉さ
③工業用水
④公共交通の利便性
⑤道路交通網

⑮事業所に対する支援制度
⑯防災対策
⑰再生可能エネルギー調達の容易性

⑧港湾・物流機能
⑨原材料や部品、商品の入手の容易性
⑩労働力確保の容易性
⑪周辺の自然環境

⑬産・学・官の連携
⑭業種間・異業種間交流

80 

20 80 

20 

継続的に満足度が得られるよう取り

組むべき項目 
（満足度が高く、重要度も高い） 

課題が多く、重点的に取り組むべき

項目（満足度が低く、重要度が高い） 

一定の成果が得られており、継続

して取り組むか検討すべき項目 

（満足度が高く、重要度が低い） 
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全17項目のうち、特に重要度が高いものについて、「労働力確保の容易性」が20.2％で最も高く、次い

で、「防災対策」(9.8％)、「公共交通の利便性」(8.8％)、「道路交通網」(8.4％)、「従業員の生活・居

住環境」(8.1％)となっている。 

 

 

（３）経営について 

現在抱える経営課題については、「若年労働力の確保、従業員の高齢化」が21.0％で最も高く、次いで

「売上・集客の減少」(16.2％)、「人材育成」(16.0％)、「利益率の低下（原材料の高騰）」(10.8％)と

なっている。 

 

4.5%

2.9%

0.8%

8.8%

8.4%
3.8%

3.5%

5.6%

4.0%

20.2%

2.5%

8.1%

3.6%

1.7%

7.1%

9.8%

4.6%

事業用地確保の容易性

地価の低廉さ

工業用水

公共交通の利便性

道路交通網

高速道路へのアクセス

新千歳空港へのアクセス

港湾・物流機能

原材料や部品、商品の入手の容易性

労働力確保の容易性

周辺の自然環境

従業員の生活・居住環境

産・学・官の連携

業種間・異業種間交流

事業所に対する支援制度

防災対策

再生可能エネルギー調達の容易性

重要度が特に高いもの

16.2%

10.8%

3.5%

2.9%

7.4%

5.6%

16.0%

21.0%

3.9%

3.0%

2.2%

1.2%

0.9%

2.8%

1.8%

0.8%

売上・集客の減少

利益率の低下（原材料の高騰）

顧客ニーズの変化

資金繰り

施設や設備の老朽化・不足

後継者難

人材育成

若年労働力の確保、従業員の高齢化

デジタル化

高度技術者の確保

熟練技能者からの技術継承

女性の就労のための環境整備・条件整備

事業所の脱炭素化

多様な働き方への対応

特に課題はない

その他

経営課題
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企業を経営するうえで今後必要な取り組みについては、「労働力の確保」が28.1％で最も高く、次いで

「技術者の確保」(12.4％)、「販路の開拓、マーケティング」(10.3％)、となっており、働き手に関する

取り組みをあげる企業が多くなっている。 

 

 

（４）産業振興 

苫小牧市の産業の活性化を図るために必要な取り組みについては、「市街地の再開発等による、都心部

の活性化の推進」が19.6％で最も高く、次いで「産業や都市の活力を支える人材の育成」(16.5％)、「苫

小牧ならではのブランドの創造などによる地域産業の育成・強化」(13.6％)、「人々が集う魅力ある景

観、環境等の充実」(12.4％)となっている。 

 

3.9%

10.3%

4.6%

1.2%

28.1%

12.4%

8.4%

9.2%

8.6%

5.6%

0.8%

0.5%

0.1%

5.2%

0.8%

0.4%

商品・技術開発

販路の開拓、マーケティング

物流の効率化、生産性の向上

企業、産学連携・交流

労働力の確保

技術者の確保

後継者の確保、事業承継

施設や設備の更新・導入

職場環境の改善・充実

新分野への進出、事業の再構築

道内他地域への進出

道外への進出

海外への進出

デジタル化

事業所の脱炭素化

その他

今後必要な取組

16.5%

8.4%

13.6%

8.1%

9.1%

19.6%

12.4%

6.0%

4.8%

1.4%

産業や都市の活力を支える人事の育成

産業振興や雇用対策など事業活動の向上に関わる情報提供

の充実

苫小牧ならではのブランドの創造などによる地域産業の育

成・強化

新たな事業展開や販路拡大など、意欲ある事業者の取組に

対する支援

新規に立地する企業や店舗の誘致促進

市街地の再開発等による、中心部の活性化の推進

人々が集う魅力ある景観・環境等の充実

商業機能や地域資源を生かした観光・交流の促進

再生可能エネルギーや脱炭素技術の促進

その他

産業の活性化のために必要な取組
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勤労者対策として必要な取り組みについては、「若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供す

る」が22.2％で最も高く、次いで「職場環境の改善・充実への支援」(14.5％)、「ハローワーク等関係機

関との連携による就労支援」(12.7％)、「U・J・I ターンの促進」(11.4％)となっている。 

 

 

（５）人口問題について 

人口減少の実感について、「実感はある」 

と「少し実感はある」と合わせて51.1％、 

「あまり実感はない」と「実感はない」と 

合わせて40.8％となっており、「実感はある」 

の方が回答割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

人口減少の影響については、「労働力不足による雇用の確保への影響」が38.1％で最も多く、次いで

「顧客の減少による売上への影響」(24.3％)、「商店・医療機関の減少など生活環境の悪化」(23.3％)と

なっている。 

 

22.2%

10.3%

11.4%

12.7%

4.5%

14.5%

7.3%

8.8%

2.2%

4.8%

1.4%

若者や学生向けに市内の事業所の情報を広く提供する

能力開発や職業訓練などの機会の充実

U・I・Jターンの促進

ハローワーク等関係機関との連携による就労支援

合同就職説明会・インターンシップ等への支援

職場環境の改善・充実への支援

女性の就労のための環境・条件整備への支援

高齢者の就労の場確保への支援

障がい者の就労の場確保への支援

外国人労働者の確保・受け入れ環境整備への支援

その他

勤労者対策として必要な取組

24.3%

38.1%

1.5%

12.2%

23.3%

0.5%

顧客の減少による売り上げへの影響

労働力不足による雇用の確保への影響

地域の治安の悪化

バス路線・便数の減少による交通環境の悪化

商店・医療機関の減少など生活環境の悪化

その他

人口減少の影響

 

人口が減少して

いる実感はある

20.7%

人口が減少してい

る実感は少しある

30.4%

人口が減少し

ている実感は

あまりない

34.4%

人口が減

少してい

る実感は

ない

6.4%

わからない

8.1%
人口減少の実感
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人口対策に対する考え方は、「人口が増加するような対策を行うべき」が48.9％で最も高く、次いで

「現状の人口を維持するような対策を行うべき」（30.6％）となっており、現状の人口を維持もしくは増

加すべきとの意見が約８割となっている。 

 

 

（６）防災について 

胆振東部地震や東日本大震災の発生により、防災 

対策に関する考え方は、「関心が高まった」、「や 

や関心が高まった」と合わせて全体の96.8％が防災 

対策に対する意識が高まったと回答している。 

 

 

 

 

 

 

対応が必要だと感じる準備・対策については、回答割合が高い順に「避難場所や避難経路の確認」

(17.2%)、「食料や水を備蓄する」(16.9％)、「緊急時の対応マニュアルを整備する」(14.9％)、「地震や

防災に関するニュース、情報などをチェックする」(14.6％)となっている。 

 

48.9%

30.6%

12.2%

6.7%

1.6%

人口が増加するような対策を行うべき

現状の人口を維持するような対策を行うべき

人口減少に対する対策は必要なく、現状の行政サービスの充

実を図るべき

その他

わからない

人口減少への対策

17.2%

16.9%

13.4%

14.6%

12.5%

14.9%

9.7%

0.5%

0.4%

避難場所や避難経路の確認

食料や水を備蓄する

家具・什器が倒れないように固定する

地震や防災に関するニュース、情報などをチェックする

事業所の耐震化

緊急時の対応マニュアルや事業継続計画を整備する

自主防災組織の設置

必要だと感じる対策はない

その他

必要な対策

 

関心が高

まった

62.1%

やや関心

が高まっ

た

34.7%

とくに変

わらない

3.2%

防災に関する考え
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実際に取り組んだ防災対策は、「食料や水を備蓄する」(19.3％)、「避難場所や避難経路の確認」

(19.1％)、「地震や防災に関するニュース、情報などをチェックする」(18.8％)、「家具・什器等が倒れ

ないように固定する」(14.8％)となっている。 

 

 

（７）新型コロナウイルスの影響について 

新型コロナウイルス感染症の影響については、事業・人員・資金繰りの３項目では「変わらない」が最

も多く、次いで「縮小した、悪化した」となっているが、売上・集客の項目のみ「減少した」が最も高く

次いで「変わらない」となっている。 

   

   

19.1%

19.3%

14.8%

18.8%

4.3%

13.7%

7.5%

2.0%

0.5%

避難場所や避難経路の確認

食料や水を備蓄する

家具・什器が倒れないように固定する

地震や防災に関するニュース、情報などをチェックする

事業所の耐震化

緊急時の対応マニュアルや事業継続計画を整備する

自主防災組織の設置

必要だと感じる対策はない

その他

実際に取り組んだ対策

縮小した

25.8%

拡大した

2.1%

変わらない

72.1%

事業

減少した

55.8%

増加した

3.8%

変わらない

40.4%

売上・集客

減少した

16.7% 増加した

1.9%

変わらない

81.3%

人員

悪化した

31.2%

好転した

2.5%

変わらない

66.3%

資金繰り
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事業継続のために取り組んだことについては、「現状を維持」が24.5％で最も高く、次いで「オンライ

ンの活用」(17.9％)、「国・道・市の支援策の活用」(17.2％)となっている。 

 

 

今後必要な支援については、「感染称防止対策への支援（感染防止に係る費用への支援等）」が16.7％

と最も高く、次いで「支援金、公共料金の減免等の支援」(15.5％)、「雇用維持の支援（休業等への支

援）」(12.7％)となっている。 

 

5.4%

3.2%

3.3%

2.3%

4.6%

17.9%

10.0%

6.4%

3.7%

17.2%

24.5%

1.5%

事業の縮小

事業の拡大

事業の転換

事業の承継

従業員・給与削減

オンラインの活用

テレワークの推進

経営や営業システムのデジタル化

キャッシュレス決済の導入

国・道・市の支援策の活用

現状を維持

その他

事業継続のために取り組んだこと

9.5%

10.7%

8.3%

3.8%

15.5%

16.7%

8.4%

12.7%

6.4%

2.0%

5.4%

0.7%

融資に関わる支援

設備投資・販路拡大への支援

（デジタル化、販路拡大の支援等）

消費活動活性化への支援

（イベント開催、プレミアム付き商品券等）

観光の支援（観光客誘致、旅行支援等）

支援金、公共料金の減免等の支援

感染症防止対策への支援

（感染防止等に係る費用への支援等）

採用の支援（合同就職説明会、マッチング支援等）

雇用維持の支援（休業等への支援）

働き改革への支援（新たな休暇制度の創出やテレワークの環

境整備、社内ルール見直し等）

相談窓口、事業者コミュニティを形成する場所の支援

（専門員との相談、事業者交流、コワーキングスペース等）

特段の支援は求めていない

その他

今後必要な支援
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（８）カーボンニュートラルについて 

カーボンニュートラルの取組について、「何も検討していない」が最も高く52.1％となっており、検討

中を含めて何らかの取り組みを開始したとの回答（「具体的に取り組みを開始した」「目標や中間目標を

設定した」「目標や取組を検討中」）は25.3％と全体の約４分の１となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.0%

1.9%

19.4%

22.6%

52.1%

具体的に取り組みを開始した

目標や中間目標を設定した

目標や取組を検討中

動き出したいが、何から始めてよいかわからない

何も検討していない

カーボンニュートラルの取組
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